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●2000 年代にかけては地元の企業や住宅供給公社が定借マンション開発の主体を担う 

定借マンション史の①前半に相

当する 1990 年代～2000 年代に

おいても大手デベロッパーによっ

て定借マンションが企画・開発さ

れていたものの、それらの合計

数は全国で 1 割にも満たず、供

給先もほぼ首都圏に限定されて

いた。また、電鉄系や商社系の

デベロッパーで参入していたケー

スもかなり少なかった。当時、定

借マンションの供給主体は地元

の企業であり、住宅供給公社も

その一翼を担っていた。 

首都圏では伊藤忠都市開発や

三井不動産レジデンシャル（三井

不動産を含む）がともに 13 棟を

手掛けていたが、これは複数棟

で構成された大規模物件の開発

に参画していたためである。近畿

圏でも複数棟物件を手掛けてい

た近鉄不動産が10棟を数えてい

る。また、大阪市や大阪府の住

宅供給公社も合わせて 10 棟を

供給しており、当時の近畿圏に

おける定借マンション市場では

住宅供給公社が一定の存在感

を示していた。中部圏では濃尾

産業やそれを前身とする企業に

よる物件が圧倒的に多く、その

数は合計で 62 棟にも及ぶ。サカ

イ創建やすまいの角文、名古屋

市住宅供給公社も全国的には比

較的多い 10棟以上を供給してい

たが、供給棟数の観点で見れば

中部圏における定借マンション

市場は一社寡占状態であったと

言えよう。 

東京カンテイ、「定期借地権分譲マンション」への参入企業の変遷について調査・分析 

大手デベロッパーによる供給シェア、2010 年代以降で 2 割以上に拡大 

定借マンションの供給主体は地元の企業や住宅供給公社から大手や準大手デベなどに移行 
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定借マンション史の②後半に相

当する 2010 年代以降において

は、全体的に供給棟数が絞り込

まれる中で法人や自治体が保

有する大規模な開発用地で定

借マンションが企画され始めて

いた。これを受けて大手デベロッ

パーが存在感を高めていたわけ

だが、掲出した分譲会社一覧か

らもその様子を垣間見ることが

できる。メジャーセブンと称され

る大手デベロッパーが手掛けた

物件は合計で 44 棟と、全国で 2

割以上のシェアを占めている。

また、定借マンション史の前半に

は供給実績があまり確認されて

いなかった準大手や専業、電鉄

系や商社系のデベロッパーも数

多く挙がってきている。その一方

で、これまで定借マンションの供

給主体を担ってきた地元の企業

は相対的に減少しており、棟数

自体もかなり少なくなっているよ

うだ。 

首都圏では三井不動産レジデン

シャルが 15 棟を手掛け、東京建

物（11 棟）も 10 棟以上で続いて

いる。近畿圏では関電不動産開

発（12 棟）や阪急阪神不動産（6

棟）の供給実績が突出している。

また、かつては一社寡占状態で

あった中部圏では供給棟数自体

が激減していることに加えて主

だった実績を有する会社として

未来住建（16 棟）やシャルドネス

タイル（6 棟）などが台頭するな

どの“地殻変動”が生じている。

地方圏では住太郎ホームが沖

縄県内で 4 棟を供給している以

外はそれぞれの地元で数棟の

みを手掛ける状況となっている。 

●2010 年代以降は大手デベの他にも準大手や専業、電鉄系や商社系のデベロッパーが台頭 


